
令和８年熊本地震の被災者に係る許可申請等手数料の免除に関する要綱 

 

制定 令和８年９月１０日 市長決裁 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、熊本市保健衛生事務に関する手数料条例（平成１２年条例第２８号。以下

「条例」という。）第４条第２号の規定に基づき、令和８年熊本地震（以下「熊本地震」という。）

の被災者に対する手数料（条例第２条に規定する手数料をいう。以下同じ。）の免除に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（対象となる手数料） 

第２条 この要綱の対象となる手数料の区分、事項及び額は、別表に掲げるものとする。 

（手数料の免除） 

第３条 条例第４条第２号の規定による手数料の免除の対象者は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 許可等を受けていた施設（熊本県が熊本地震に係る災害救助法（昭和２２年法律第１１８

号）の適用を決定した市町村に所在する施設を含む。）が、熊本地震により被災（以下「被災」

という。）し、従前の業務を再開するにあたり新たに許可等を取得するために申請等をする者 

(2) 被災により許可証等を紛失又は汚損したため、その再交付を申請する者 

(3)  被災により許可証の記載事項に変更を生じたため、その書換え交付を申請する者 

（手数料免除の申請） 

第４条 前条の規定により手数料の免除の申請をしようとする者は、手数料免除申請書（様式第

１号）に、り災（被災）証明書、その他の必要な書類を添えて提出するものとする。 

（免除の期間） 

第５条 前条による手数料の免除は、制定の日から令和９年３月３１日までの期間に申請がなさ

れたものとする。 

 

 附 則 

この要綱は、令和８年９月１０日から施行する。 

  

別表（第２条関係） 

区分 番号 手数料を免除する事項 免除する手数料の額 

温泉法（昭和23年法律

第125号）関係 

1 温泉利用許可申請 1件につき 35,000円 

2 温泉利用許可承継承認申請 1件につき 7,400円 

興行場法（昭和23年法

律第137号）関係 

3 興行場許可申請 1件につき 22,000円 

（臨時（仮設を含む。）の場合を除く） 

旅館業法（昭和23年法

律第138号）関係 

4 旅館業許可申請 1件につき 22,000円 

5 旅館業承継承認申請 1件につき 7,400円 

公衆浴場法（昭和23年

法律第139号）関係 

6 浴場業許可申請 1件につき 22,000円 

化製場等に関する法

律（昭和23年法律第

7 動物の飼養又は収容の許可

申請 

1件につき（1個の施設又は同一の構

内にある数個の施設に関し同時に数



140号）関係 件の申請が行われる場合にあって

は、当該数件の申請につき） 8,200

円 

理容師法（昭和22年法

律第234号）及び美容

師法（昭和32年法律第

163号）関係 

8 理容所又は美容所の検査確

認  

1件につき 16,000円 

クリーニング業法（昭

和25年法律第207号）関

係 

9 クリーニング所の検査確認 1件につき 16,000円 

食品衛生法(昭和22年

法律第233号)関係 

 

10 飲食店営業許可申請 新規1件につき 17,000円（継続及び

臨時の場合を除く） 

11 調理の機能を有する自動販

売機による営業許可申請 

1件につき 10,200円 

12 食肉販売業許可申請 1件につき 10,200円 

13 魚介類販売業許可申請 1件につき 10,200円 

14 魚介類競り売り営業許可申

請 

1件につき 23,000円 

15 集乳業許可申請 1件につき 10,200円 

16 乳処理業許可申請 1件につき 23,000円 

17 特別牛乳搾取処理業許可申

請 

1件につき 23,000円 

18 食肉処理業許可申請 1件につき 23,000円 

19 食品の放射線照射業許可申

請 

1件につき 23,000円 

20 菓子製造業許可申請 1件につき 15,000円 

21 アイスクリーム類製造業許

可申請 

1件につき 15,000円 

22 乳製品製造業許可申請 1件につき 23,000円 

23 清涼飲料水製造業許可申請 1件につき 23,000円 



24 食肉製品製造業許可申請 1件につき 23,000円 

25 水産製品製造業許可申請 1件につき 17,000円 

26 氷雪製造業許可申請 1件につき 23,000円 

27 液卵製造業許可申請 1件につき 15,000円 

28 食用油脂製造業許可申請 1件につき 23,000円 

29 みそ又はしょうゆ製造業許

可申請 

1件につき 17,000円 

30 酒類製造業許可申請 1件につき 17,000円 

31 豆腐製造業許可申請 1件につき 15,000円 

32 納豆製造業許可申請 1件につき 15,000円 

33 麺類製造業許可申請 1件につき 15,000円 

34 そうざい製造業許可申請 1件につき 23,000円 

35 複合型そうざい製造業許可

申請 

1件につき 23,000円 

36 冷凍食品製造業許可申請 1件につき 23,000円 

37 複合型冷凍食品製造業許可

申請 

1件につき 23,000円 

38 漬物製造業許可申請 1件につき 15,000円 

39 密封包装食品製造業許可申

請 

1件につき 23,000円 

40 食品の小分け業許可申請 1件につき 10,200円 

41 添加物製造業許可申請 1件につき 23,000円 

と畜場法(昭和28年法

律第114号)関係 

42 一般と畜場設置許可申請 1件につき 22,000円 

食鳥処理の事業の規制

及び食鳥検査に関する

法律(平成2年法律第70

号)関係 

43 食鳥処理事業許可申請 1件につき 19,000円 

44 食鳥処理場の構造又は設備

変更許可申請 

1件につき 10,000円 

45 確認規定認定申請 1件につき 5,500円 



46 確認規定変更認定申請 1件につき 2,300円 

医薬品、医療機器等の

品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法

律（昭和35年法律第145

号）関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47 薬局開設許可申請 1件につき 29,200円 

48 薬局開設許可証再交付 1件につき 2,900円 

49 薬局製造販売医薬品製造販

売業許可申請 

1件につき 5,700円 

50 薬局製造販売医薬品製造販

売業許可証再交付 

1件につき 2,900円 

51 薬局製造販売医薬品製造業

許可申請 

1件につき 11,200円 

52 薬局製造販売医薬品製造業

許可証再交付 

1件につき 2,900円 

53 薬局製造販売医薬品製造販

売承認申請 

1品目につき 90円 

54 医薬品販売業許可申請 1件につき 29,200円 

55 医薬品販売業許可証書換交

付 

1件につき 2,100円 

56 医薬品販売業許可証再交付 1件につき 2,900円 

57 高度管理医療機器等販売業・

貸与業許可申請 

1件につき 29,200円 

58 高度管理医療機器等販売業・

貸与業許可証書換交付 

1件につき 2,100円 

59 高度管理医療機器等販売業・

貸与業許可証再交付 

1件につき 2,900円 

毒物及び劇物取締法

（昭和25年法律第303

号）関係  

60 毒物劇物販売業登録申請 1件につき 15,000円 

61 毒物劇物販売業登録票再交

付 

1件につき 3,900円 

母体保護法（昭和 23

年法律第 156号）関係  

62 受胎調節実地指導員指定証

再交付申請 

1件につき 2,800円 

63 受胎調節実地指導員標識再

交付申請 

1件につき 2,500円 



動物の愛護及び管理に

関する法律（昭和48年

法律第105号）関係 

64 第一種動物取扱業登録申請 1件につき 15,500円(1事業所にお

いて同時に複数の業種に係る申請が

行われる場合における2件目以降の

申請にあっては、1件につき 11,000

円) 

65 特定動物飼養等許可申請 1件につき 15,500円(同時に数件の

申請が行われる場合(当該数件の申

請に係る特定飼養施設が同一の所在

地にある場合に限る。)における2件

目以降の申請にあっては、1件につき 

11,000円) 

66 特定動物飼養等変更許可申

請 

1件につき 15,500円（同時に数件の

申請が行われる場合（当該数件の申

請に係る特定飼養施設が同一の所在

地にある場合に限る。）における2件

目以降の申請にあっては、1件につき 

11,000円） 



様式第１号 

手数料免除申請書 

  年   月   日 

 熊本市長 宛 

 

 

                                             

 

 

 

 

 

熊本地震による災害により被災したので、下記手数料の免除を申請します。 

記 

免除を申請する手数料の事項 手数料の額 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

合  計 円 

〈添付書類〉 

□り災（被災）証明書（被災した施設のもの。原本を持参する場合は、写しの提出でも可。） 

新規開設の場合であって被災した施設の所在地が熊本市外である場合は、以下の書類も添付してください。 

□被災した施設の廃止を証明するもの（廃止届等） 

□被災した施設の許可証等の写し 

【 被災状況 】 

り災（被災）証明書の添付が困難な場合は、被災状況及び申請理由を詳細に記載してください。 

□全壊 □大規模半壊 □中規模半壊 □半壊 □準半壊 □一部損壊 

□その他（                           ） 

□被災を確認できるもの（被災した施設の写真等） 

 

 

 

 

 

被災を証する書類はありませんが、被災状況は上記のとおり相違ありません。 

被災した施設の状況（該当がない項目は記載不要です。） 

施設名称（屋号）  

施設所在地  

許可等種別  

許可等番号  許可等年月日 年   月   日 

施設コード  

 

申請者 住所 

法人にあって
は、主たる事務

所の所在地 

〒        －         

 氏名 
法人にあって
は、名称及び 
代表者の氏名 

 

 
電話番号       －      － 


